
（工事別事項）

行 橋 市 長 田 中 純

入 札 番 号 20

１．工事名称 配水管布設替工事（大野井１工区）

一 般 競 争 入 札 公 告

　行橋市が発注する建設工事について、次のとおり一般競争入札を行いますので地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び行橋市契約規則（昭和３９規則第１０

号）第８条１項の規定により公告します。

平成２９年６月１９日

２．工事場所 行橋市大字大野井

３．工事概要

工 事 内 容

工事長　L＝240.5m
 DIP－GX　φ150　 L＝240.5m
 DIP－GX　φ 75　 L＝ 8.6m
 仕切弁　N＝5基　 消火栓　N＝1基
 給水工　N＝10箇所

最低制限価格 有　（事後公表）

４．参加業者の形態 単体企業

５．設計受託業者 　　　　　　　　────────────────────────

工 期 平成２９年７月２８日～平成２９年１０月２７日　　（９２日間）

予 定 価 格 １２，６７９，２００　円　　（税込み）

平成２９年７月１１日(火) 

参加資格無の理由
説明を求 める 期限 平成２９年７月１８日(火) 　　（平成２９年７月１９日回答）

仕様書に関する
質 問 の 回 答

平成２９年７月１８日(火) ～平成２９年７月２１日(金)

入札･開札日時 平成２９年７月２１日(金) 　　１１時００分～

６．日程

公 告 日 平成２９年６月１９日

入 札 説 明 書 交 付
及び設計図書閲覧 平成２９年６月１９日(月) ～平成２９年７月１９日(水) 

仕様書に関する
質問の提出期限

平成２９年６月２０日(火) ～平成２９年７月１８日(火)

申請書受付期間 平成２９年６月２０日(火) ～平成２９年６月３０日(金)

確認通知書発送

７．入札参加資格

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５第１項

管工事について、「行橋市建設工事等競争入札参加者の資格及び審査等に関する
規則」（昭和５６年行橋市規則第１２号）に定める資格を得ている者。



８．入札参加条件

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５の２

申請書提出期限日(平成２９年６月３０日)現在において、次の条件を満たすこと。な
お、開札時点においても同条件を満たすこと。

（1） 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第１６７条の４に該当する者ではないこと。

（2）

管工事について、公共工事元請施工実績を有すること。（特定建設工事共同企業
体（ＪＶ）の実績は除く。）

（5）
行橋市建設工事等に係る建設業者の指名停止等措置要綱（平成１９年告示第７７
号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）期間中でないこと。

（6）
建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下｢法｣という。）第３条の規定による建設業
の許可を受けていること。

（7） 法第３条第１項に規定する営業所のうち主たる営業所を、行橋市管内に有すること。

金額の大小は問わない。

（3）

当該工事に配置できる主任（監理）技術者を有すること。ただし、次に掲げる者に限
る。

・入札日以前に３ヶ月以上の雇用関係にある者。

（4）

以下のいずれかを受講又は修了した者を有すること。

・日本水道協会交付の配水管工技能者登録証を持つ技術者を有すること。

（11）

破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条第１項若しくは第１９条の規定に基づく破産
手続開始の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく
更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定
に基づく再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。（会社更生法の規定
に基づく更生手続開始の決定後又は民事再生法の規定に基づく再生手続開始の
決定後、手続開始決定日以降の日を審査基準日とする経営事項審査に基づく入札
参加資格者名簿の登載者を除く。）

（12） 　　　　　　　　────────────────────────

（13）

管工事について、平成28年度行橋市建設工事競争入札参加資格者名簿の業者等
級別格付（以下「格付」という。）がＡ・Ｂであること。

（8）

水道法(昭和３２年法律第177号）に規定する給水装置工事に該当するため、行橋市
水道事業給水条例(平成１０年条例第２号）に規定する指定給水装置工事事業者と
して登録している者。

（9）
市が依頼する休平日緊急漏水修理に協力することの「行橋市上水道課配給水施設
修理当番事業者」に公告日現在登録のある者。

（10）

入札期日以前３ヵ月以内に、手形交換所で不渡手形若しくは不渡小切手を出した
事実又は銀行若しくは主要取引先からの取引停止等を受けた事実がある者でない
こと。



９．提出書類

参 加 申 請 時 様式第１号の１、第２号、第３号及び添付資料

入 札 時 入札書、委任状（必要に応じ）、工事費内訳書

そ の 他
現場代理人・主任（監理）技術者等選任通知書（入札説明書様式第６
号）については、開札日の前々日（平成２９年７月１９日）までに提出を
求める。

提 出 方 法 持参

10．公告内容等
に関する問い合
わせ先及び場所

〒８２４－８６０１　福岡県行橋市中央一丁目１番１号　　電話（代表）０９３０－２５－１１１１

契約事務及び申
請書受付並びに
入札説明書交付

総務部契約検査課契約係（西棟庁舎３階）　内線１３８１、１３８２

入札及び開札 総務部契約検査課入札室（西棟庁舎３階）

設計図書の閲覧 環境水道部上水道課上水道係（西棟庁舎２階）　内線（1265）

11．その他

（１）「６．日程」について

　期間については、「６．日程」に記載の毎日（ただし、行橋市の休日を定め

る条例（平成元年行橋市条例第２６号）第１条に規定する休日（以下「市の休

日」という。）を除く。）、午前９時から午後５時まで。

（２）その他、詳細は行橋市入札心得の規定による。



（共通事項）

４．入札書の提
出方法

（１）入札書の
提出場所及び
提出方法

（ア）開札の日時に開札場所に持参のこと。

（イ）入札執行回数は、１回とする。

（ウ）その他、入札説明書及び入札心得の規定による。

５．工事費内訳
書等の提示

（１）入札に際し、入札書に記載される入札金額と整合性をもつ工事費内訳書
　の提出を求める。

（２）現場代理人･主任（監理）技術者等選任通知書（入札説明書様式第６号）
　の提出については、「工事別事項」に記載のとおり。なお、提出書類中の
　「主任（監理）技術者等の資格及び工事経験調書（様式第３号）」に記載さ
　れる技術者を、「現場代理人・主任（監理）技術者等選任通知書（入札説明
　書様式第６号）」においても記載すること。

１．入札説明書
及び設計図書
等の閲覧

　入札公告、入札説明書及び設計図書等は、行橋市公式ホームページより閲覧
可能。

２．契約条項を
示す場所

「工事別事項」（契約事務及び申請書受付）に同じ。

３．設計図書等
の交付

行橋市公式ホームページからダウンロードすること。

６．落札者の決
定の方法

　有効な入札を行った者のうち、予定価格の範囲内で最低の価格で入札した者を
落札者とする。ただし、最低制限価格を設定した場合は、その最低制限価格以
上、予定価格の範囲内で最低の価格で入札した者を落札者とする。

７．入札の無効

（１）次の入札は無効とする。

（ア）入札参加資格のない者、入札参加条件に反した者（入札参加の確認を受
　けた者で、その後開札時点において指名停止期間中である者等入札参加条件
　に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った者がした入札

（イ）入札書の記載金額その他入札要件が確認できない入札

（ウ）入札書の記載金額を加除訂正した入札

（エ）入札書の記載金額が予定価格以上(予定価格と同額を含む。)である入札

（オ）入札書の記載金額に対応する工事費等内訳書の合計金額（１０８分の
　１００に相当する金額）が一致していない入札

（カ）最低制限価格を下回る入札

（キ）入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明しない入札

（ク）同一事項の入札について二通以上の入札書を提出した入札

（ケ）同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

（コ）法令又は入札説明書において示した条件等入札に関する条件に違反して
　いる入札



８．入札保証金
及び契約保証
金

（１）入札保証金 　免除する。

（２）契約保証金

　契約金額の１００分の１０以上の契約保証金又はこれに代わる
担保を納付又は提供すること。ただし、次の場合は契約保証金の
納付を免除することができるものとする。

（ア）市を被保険者とする履行保証保険契約（見積金額の１００
　分の１０以上）を締結し、その証書を提出する場合

（イ）保険会社と工事履行保証契約（契約金額の１００分の１０
　以上）を締結し、その証券を提出する場合

９．その他

（１）専任の技術者について

　　当該工事に専任の技術者を配置しなければならない場合、専任とは、他の
　工事現場の「主任技術者」又は「監理技術者」及び「営業所の専任技術者」
　との兼任を認めないこととし、現場に常駐していなければならない。

（２）設計受託業者について

　　当該工事において、工事別事項「５．設計受託業者」に該当がある場合、
　「８．入札参加条件（12）の「当該受託者と資本及び人事面において関連が
　ある建設業者」とは、次のいずれかに該当するものである。

　（ア）当該受託者又は建設業者が法人税法上の同族会社であって、一方が他
　　の一方の同族会社の判定基準となる場合における当該建設業者

　（イ）当該受託者及び建設業者がいずれも法人税法上の同族会社であって、
　　両者の同族会社の判定基準となる者が重複する場合における当該建設業者

　（ウ）建設業者の代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員を
　　兼ねている場合における当該建設業者

（３）その他、詳細は入札心得の規定による。


	公告

